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自由民主党山村振興特別委員会開催される

２月１９日(木）午前９時から、自民党本部７０２号室において、自由民主党山村

振興特別委員会（委員長：岡田直樹参議院議員）が開催された。当日は、委員長が欠

席だったため、藤井比早之副委員長の下で会議が開催され、司会進行は、同委員会事

務局長 進藤金日子参議院議員が務められた。

藤井副委員長及び谷公一顧問（全国山村振興連盟会長代行（当時 ）の挨拶の後、）

農林水産省より「令和８年度山村振興関係予算概算決定等」(別掲）についての説明

があった。

続いて、当連盟から、竹﨑会長代行のトピック紹介及び要望、富田副会長、中塚副

、 、 。会長による要望の発言があり その後 出席の国会議員等による意見交換が行われた

当連盟副会長から発言した事項は、以下のとおりである。

○竹崎一成会長代行（熊本県芦北町長）

１．昨年には山村振興法改正を自民党の先生方が中心となりなし遂げていただいたこ

とに感謝を申し上げたい。法文の改正・拡充、そして27条にも及ぶ大きな改正となっ

たわけであって、これを3月末までに着実に仕上げて、4月1日の施行にこぎつけてい

ただいた。今後はこれらの内容の実行と政策の充実についてよろしくお願い申し上げ

たい。

また、近年、先生方のお力添えによって、環境譲与税の導入と改定、特定地域づく

り事業協同組合や二地域移住政策など、次々と新たな政策を打ち立てていただいてい

ることについても、重ねて御礼を申し上げたい。

２．そうした中で、今後の山村について特に要望を申し上げたいと思っているのは、

まず防災・災害対策の徹底である。世界的な気候変動の中、この2月にも日本海側を

中心に各地域で豪雪被害が発生している。昨年夏には各地域で豪雨による被害が相次

いでいた。また、本年にも太平洋側での山火事などがあった。 加えて、近年、クマ

による人身被害が全国の広範な地域でこれが見受けられており、観光や移住政策にも

影響が生じかねない状況にある。

私の地元熊本県にはクマはいないが、鳥獣被害は、イノシシ、シカ、ヒヨドリ等の

被害がある。私自身も、昨年これに対処すべく、高齢に鞭打って町長として率先垂範

すべきということで、猟銃免許を取得した。なかなか忙しくて第一線に立つことはな

いが、姿勢を皆に示そうという思いで、そういうことに至った。

ご存知のように山村は、空気を作り、水を作り、緑を作るという意味で、国土の保

全に根本的な役割を果たしている。同時に傾斜地であるがゆえに災害を受けやすい地

域でもある。どうぞ防災、減災、国土強靭化の徹底、そしてクマなどによる人身被害

等の防止に一層のご配慮をいただければと考えている。

３．現在検討されている「ふるさと住民登録制度」の早期の実現と普及をお願いした

い。移住政策については、私たちも尽力してきたが、加えて二地域居住、関係人口な
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どに関する政策のおかげもあって、山村に対する関心が徐々に高まっている。山村に

関わりを持ち、リピーターとして訪問していただく人々が増加するためにも 「ふる、

さと住民登録制度」は極めて有効であると考えている。またその際、ふるさと住民登

録をされた方々にメリットがあるように、例えば交通費助成などの支援措置なども併

せて実現していただければありがたい。

政府から今国会に提出されている山村関係の予算政策に感謝を申し上げ、山村政策

のさらなる充実をお願いして、私の要望とさせていただく。山村の振興をなくして我

が国の発展なしという思いで頑張っている。どうぞよろしくお願い申し上げる。

○富田能成副会長（埼玉県横瀬町長）

１．東京一極集中の是正に、より一層の踏み込みをお願いしたい。東京一極集中の是

正は、私たちの大きなテーマ、古くて新しいテーマである。もともと地方創生の大き

な動機になっているのが、東京一極集中の是正だった。地方から東京への流れ、人の

流れが止まらないということだが、ここにきて東京のリスクもかなり顕在化してきて

いるというふうに認識をしている。一つは災害リスクであり、 この狭いエリアに多

くの機能を集中しすぎてしまっているという災害リスクがある。

２．それから東京がこれから迎える、あるいは今迎えつつある急激な高齢者の増加で

ある。2015年から45年までの30年間で110万人の高齢者が増えるという、絶対数が増

えるという大きな問題が二つ目である。

三つ目が、昨今の地価の高騰等により、東京のクオリティ・オブ・ライフが下がっ

ているという大きな問題があると思っている。防災庁の設置という流れだったり、あ

るいは二地域居住の推進というのは、この東京リスクが意識されたものかなというふ

うに思っている。これをぜひ、さらに踏み込んでお願いしたいというふうに思ってい

る。

ここから先は個人的な見解だが、地方制度調査会があって、昭和の時代から地方制

度のデザインを作ってきた。市町村合併を昭和の時代から先導してきて、昭和の時代

には1万あった市町村が今1,700と少々ちょっとになってきているが、市町村の合併以

外、より踏み込んで、今の1都、例えば47都道府県の在り方がどうかとか、首都圏と

いう大きな括りでもっと機能分散が大胆にできないかとか、そのあたりの議論をさら

に深めていただきたいというふうに思っている。

新年度予算に総務省で産業クラスターを形成するというものがあって、これもあり

がたい流れだが、市町村や都道府県の壁、首都圏に関しては、そこを乗り越えて最適

配置を考えていくという発想は必要なというふうに思っている。地方の衰退を止める

ためにも、東京のリスクを分散するためにも、そして今の地方制度の骨格は、明治の

時代の廃藩置県のときから基本的には変わっていないわけであって、これだけデジタ

ルが使える時代においえこのシステムが最適かどうかという議論をぜひ踏み込んでし

ていただきたい。

２．管理されていない山林の国有化をどんどん進めていただきたい。山林の荒廃が今

大きな問題になっており、これは静かな危機だと思う。日本中の山林の所有者が分か
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からないとか、相続したけどどこに自分の山があるか分からないというところがたく

さんあって、それが増えてきている。もちろん民間の力を使って経済循環に乗せてい

くというのはできれば一番良いわけだが、全てが全てそうなるわけではない。水源地

を守るため、あるいは生物多様性を守るため、山を守るため、災害レジリエンスを高

めるため、山林の健全な管理は非常に重要だと思っている。

3年前に相続財産国庫帰属制度ができた。 これは一歩前進だと思うが、大きな障

害があって、一つは山林の場合には境界確定が簡単ではないということである。もう

一つが経済的な負担が所有者にあるということだと思う。所有者が所有権を手放しや

すい状況を作っていただいて、できれば国が水源地の山林等をまとめていっていただ

。 、くというのがこれから先は必要かというふうに思う 公益的価値を持つ山林の国有化

公益的価値を国が守るということを鮮明にしていただけると良いというふうに思うの

で、ぜひよろしくお願いしたい。

３．三つ目が水道広域化の推進の一層のお願いです。日本の水道は世界に誇る水道で

あり、毎日安全で安心な水を全国民が享受できるというのは非常に素晴らしいことだ

が、これから先、特に中山間地の水道に関しては運営が厳しくなってきている。これ

に関しては是非都道府県レベルでの広域化を一層後押ししていただけるとありがた

い。中山間地域の住民感情としては 「水源地で水を守っている我々がなぜ一番水道、

料金が高いのだ」ということは、よく耳にする話である。ぜひ日本の水が毎日安全・

安心な状況で全国民に届けられるように、それが持続可能であるように、中山間地域

の水道の広域化に、ぜひご支援をいただきたい。

○中塚 寛副会長（福井県おおい町長）

１．日本社会の過去の流れを見ると、1956年に高度経済成長が始まり、15か年で820

万人が地方から太平洋ベルト地帯へ流出した。70年来、この若者の都市への流出は変

わっていない。この当時は中央集権で国土の均衡ある発展を目指していたが、1990年

代バブル崩壊と同時に地方文献改革、あるいはまた小さな政府三位一体の改革によっ

て、公共サービスの市場開放ということが進められた。これはこれで正しいことだと

思うが、同時に人口の流出、要するに経済は競争の資本主義であるので、市場原理に

よって人口が減っていくと商圏規模は縮小してしまう。 このため、公共サービスも

縮小撤退をするというのは自明であるが、人口対策は取られなかった。

政治は公平・平等の民主主義である。どうか足らざるところをしっかりと補填をし

ていただきたい。 教育、医療、介護、福祉、交通、雇用、買い物、本当に民間市場

に委ねれば商圏規模の格差が生じるわけであって、同時に出生率の高い地方から低い

、 。都市へ流出をするということになると 日本総人口の急激な減少はもう避けられない

これはまさに日本の社会構造の問題となっている。

格差の是正が交付税制度、あるいはまた様々な、今もご案内をいただいた様々な取

組によって格差を是正していただこうとしていることは非常にありがたいが、もうす

でに限界である。

それはなぜかといえば、人口過疎化の問題について、割れ鍋で様々な地方の手当の
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政策を打とう、料理を作ろうとするからにほかならないわけでごあって、まず割れた

鍋を、その底をしっかりと修理をしていただかないといけないというふうに思ってい

る。

それは、取りも直さず若者の流出の抑止、あるいはまたUIターンの促進、それから

地方への人の流れと分散型の国づくりへの投資だというふうに思う。

２．命の格差というものが生じている。都市では救える命も、地方では医療の機会、

あるいはその質、提供体制の格差がある。診療報酬制度の破綻は、ご案内のとおりで

ある。30年ぶりに改定されて、ようやく3.09%の上昇というのは、どう考えても不合

理である。教育の格差、大学進学率の格差は、よくご案内のことかと思うが、我々地

、 、 、 、方にすると お金をかけてアパート代を出して 食費ももちろんだが 子育てをして

その子どもたちが都市に流出したままになっているという悲哀がある。 ぜひこの展

望をよくお考えいただきたい。

介護の格差もそうだ。介護報酬制度、これも破綻である。 訪問介護の2%減などと

いうことは、都市でいうと人口密集しているから、1日かけて5人、6人の方にサービ

ス提供できるところが、地方では1人、2人と交通の経費をかけているので、もう介護

。 、 、事業者は持たない 1票の格差が常に言われるが 幾多のこのような生活基盤の格差

まさに命の格差の解消をなくして、1票の格差など論外である。

１．どうか都市への人々の流れを抜本的に地方への流れに変えて、さらに分散型の国

づくりで国の成長を支えていただくようにしていただけないかというふうに思う。山

村は国土の5割で、人口は2. 5%である。中山間地域は68%を占めるのに、人口はわず

か12%である。こんな歪な国が持つわけがない。今までは地方が人材の輩出、それか

ら一次産業産品の移出、それから水源の涵養、国土の保全、CO2の吸収というような

ことで非常に貢献をしてきたが、その多面的な公益機能がもう果たせない状況になっ

ている。 したがって都市と地方の共生関係の破綻と言ってもいいかと思うが、山村

の振興なくして日本の成長なしである。したがって高市内閣が取り組まれようとして

いるこの方向性に則って、革新技術の地方への導入、本当に緊急度の高い技術につい

ては格差を埋めるためにも地方から導入していただきたい。それから人の流れを作っ

ていただきたい。成長への投資をしていただきたい。大きくパラダイムチェンジをし

ていただきたいとお願いを申し上げる。

国会議員の先生方からは、次のような意見が出された。

〇山村における施策の総合化 〇保安林の解除手続きの迅速化

〇公設民営の情報基盤への支援 〇林業経営のモデル化支援

〇森林所有権利のデータ共有化 〇鳥獣害対策の重要性

〇営農型太陽光発電の適切な普及 〇都道府県における山村の意見の反映

〇山村における学校の存続 〇介護事業者の存続支援

〇高齢化に伴う投票制度の改善検討 〇ふるさと納税の経費率

〇東京拠点からの地方分散


